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平成17年度 1,832,419 平成25年度 2,773,658

平成18年度 1,856,759 平成26年度 2,515,939

平成19年度 2,012,191 平成27年度 1,843,604

平成20年度 2,089,248 平成28年度 1,199,716

平成21年度 2,037,046 平成29年度 782,670

平成22年度 2,004,384 平成30年度 561,705

平成23年度 2,457,560 令和元年度 306,500

平成24年度 2,684,687 合計 26,958,086

年度
合併算定替による

増加額
年度

合併算定替による

増加額

６ 合併支援措置の活用状況 

   合併特例法で規定されている財政措置に加え、国や県から様々な財政支援を受けました。 

 

（１）普通交付税額の特例（合併算定替・合併補正） 

ア 合併算定替 

合併後１０年間は、旧市町村ごとに算定した普通交付税の合算額が全額保証（合併算

定替えによる交付税増加額）され、その後５年間は段階的に増加額が縮減されました。 

本市において、合併後の新市として算定される額（一本算定額）と、合併前の各市町村

の算定額を合算した額との差額、すなわち財政効果は、１５年間でおよそ２７０億円と

なりました。 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２７年度から段階的に縮減 
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単位：千円

年度 H１７年度 H１８年度 H１９年度 合計

加算額 230,000 138,000 92,000 460,000

 イ 合併補正 

     合併直後の臨時的経費（ネットワークの整備や各種システムの統一など）に対する財政措

置として、普通交付税に合併後５年間算入されました。 

 

 

 

 

 

 

（２）特別交付税の包括的支援措置 

   合併を機に行われる新たなまちづくりや公共料金の格差調整など、合併後の需要に対する

包括的な支援措置として、合併後３年間で総額４.６億円が特別交付税に加算されました。 

 

 

 

 

 

 

（３）合併特例債 

ア 合併市町村の建設事業に対する財政措置 

     合併後１０年間（現在は２０年間に延長）に実施する新市建設計画に基づく建設事業に要

する経費に充当できる起債です。合併特例債は、起債対象事業費の９５％に充当でき、その

元利償還金の７０％が普通交付税の基準財政需要額に算入されます。財政負担を軽減しな

がら効果的な事業展開が可能となります。 

 

    標準全体事業費    約３１９．１億円 

    起債可能額      約３０３．１億円（全体事業費の９５％） 

 

イ 合併市町村の振興のための基金造成に対する財政措置 

合併市町村の振興のための基金造成に充当できる起債です。この起債も、起債対象事業

費の９５％に充当でき、その元利償還金の７０％が普通交付税の基準財政需要額に算入さ

れます。 

 

     標準基金規模の上限  約 ３６．６億円 

     起債可能額      約 ３４．８億円（危機の上限額の９５％）    
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年度

交付額

H１７年度～H１９年度の３年間

540,000千円

年度

交付額

H１６年度～H２１年度の６年間

900,000千円

（４）合併市町村補助金（国） 

    新市建設計画に位置付けられた事業であり、かつ全国的な市町村合併の推進という観点か

らモデルとなる事業に対し、合併関係市町村の人口規模別に算出される額の合計額を上限と

して、合併後３年間で総額５．４億円が交付されました。 

 

 

 

  

 

・防災行政無線整備       ・農地情報システム統合 

・戸籍総合システム統合     ・図書館システム統合  

・航空写真撮影         ・下水道基本計画策定  ほか 

 

（５）合併市町村支援交付金（県） 

    合併に伴い臨時的に必要となる合併準備・移行経費に対する措置として合併の準備・移行経

費に対し、合併年度及びこれに続く５ヵ年度で総額９億円が交付されました。 

 

 

 

 

 

・ＧＩＳ統合整備        ・施設予約システム整備 

・保育園給食システム整備    ・小中学校給食用食器購入 

・消防団新基準制服等導入    ・水道事業基本計画策定  ほか 

 

 

その他、平成１６年度に市町村合併準備補助金として５００万円が交付されました 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


